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会計情報 システム と
複雑 ネ ッ トワー クに関す る一考察
荒 井 義 則
1.は じめ に
本稿ではネ ッ トワー クの観点から会計情報システムを考察す る。 いままで
に投稿 した論文においては,会計情報システムを複雑適応系あるいは場の視
点か ら解析 し,主 としてシステムの発展を考 えて きた。i)-8)ここでは関係性
を重視 してネ ッ トワークとしての会計情報システムを考察の対象 とす る。
2.複 雑 ネ ッ トワ ー ク
ネ ッ トワー ク的 な考 え方 はい ろい ろな分 野 で取 り入 れ られ,ま た,ネ ッ ト
ワー ク 自体 も研 究の対象 になて きたが,コ ン ピュー タの発 展 とネ ッ トワー ク
の実デー タへ の 関心の高 ま りに よ り,膨 大なデー タが解析 され るよ うにな り,
イ ン ターネ ッ ト,友 人関係,電 話 回線網 な どの実在 のネ ッ トワー クに関す る
理解 度 が急激 に高 まって きた。実在 のネ ッ トワー クはかな り複 雑 で あるが,
そ の背後 には,規 則性や機能 があ る と思われ ている。9)一'3)増田,今 野 は文献9)
にお いて 「複雑 ネ ッ トワー ク」 と呼 んでい るが,本 稿 で もこの名 称 を用 い る
こ とにす る。
複雑 ネ ッ トワ.___クの分野で は,ス モール ・ワール ド ・ネ ッ トワー クや 優先
的選択 型成長 モデル な どの スケール ・フ リー ・ネ ッ トワー クが提 案 され,ま
た現 実のネ ッ トワー クに対す る理解 も深 まって きった。複 雑ネ ッ トワー クの
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研究にはグラフ理論が用い られ ることが多 く,
①次数
②平均頂点間距離
③ クラスター係数
な どの指標が複雑ネ ッ トワー クにおいて も重要な役割 を演 じる。本稿でもこ
れ らの指標 を用いる。
複雑ネ ットワークは実際に存在する巨大なネ ッ トワー クを対象 とすること
が多いので,会 計情報システムが複雑ネ ッ トワークに当たるか どうかは議論
の余地があるが,そ こで用い られる手法は会計情報システムの解析にも用い
ることができる。 また,広義の会計情報 システムはその範囲 も広範囲に及ぶ
ので,複雑ネ ッ トワークの理論の適用も可能であると思われ る。
3.会 計 情 報 シス テ ム の特 性 ・構 造 ・機 能1)-8)
ここでは本稿で対象 としている会計情報システムについて考察する。
(1)会 計情報 システムの特性
本稿 で対象 にす る会計情報 システ ムは以下の特性 を備 えてい るもの とす る。
1.コ ン ピュー タを 中心 とす る情報通信 技術 を も とに した情報ネ ッ トワー ク
であ るこ と。
2.意 思決 定 を支援す るシステム を含 み,意 思決 定者 ない し意思決定 グルー
プ に有用 であ るこ と。
3.意 思決定者 ない し意 思決 定 グル ープのデー タに対応 す る フィー ドバ ック
機構 を もつ こ と。
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4.意 思決 定者 ない し意思決 定 グル ー プ も重要 な要 素のひ とつ で あ るこ と。
5.シ ステ ムの運用,保 守お よび 改良 をす るシステ ム要員 や会 計,経 理 部員
も重要 な要 素 のひ とつで ある こと。
6.ハ ー ドウェアJソ フ トウェアの新 しい技術や会 計情 報 システ ム論お よび
会計学,情 報理論,行 動科 学 の関連 諸科 学の新 しい成果 を取 り入 れ るこ と
が可能 なオ ープ ンシステムで あ ること。
7.ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,人 的資源 が有機 的 に結 び付 け られ て い る
こ と。
8.企 業経営 に有用 で あ るこ と。
会 計情報 システ ムがネ ッ トワー クを形成 してい る こ と(1)と 人(意 思決
定者 ない し意思決 定 グル ー プ,シ ステ ム要員や会 計,経 理部員)も 含 んで
い るこ と(4,5)に 注意 され たい。
(2)会 計情報 システムの構 造
業務 統合型 経 営情報 システ ム14)一一15)のサ ブシステ ム と して の会計 情報 シ ステ
ムは さ らに以 下のサ ブ システ ムか ら成立 してい る。
①帳簿管理サブシステム
②会計報告サブシステム
③予算編成サブシステム
④意思決定サブシステム
⑤環境会計サブシステム
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⑥原価計算サブシステム
(3)会計情報 システムの機能
(2)のサブシステムに対応 して,会 計情報システムは以下の機能を持つ。
①帳簿管理機能
②会計報告機能
③予算編成機能
④意思決定機能
⑤環境会計機能
⑥原価計算 ・原価管理 ・原価低減機能
(1>で述べたように本稿における会計情報 システムは 「人(意 思決定者
ない し意思決定グループ,シ ステム要員や会計,経 理部員)」も含んでいる
ので,予 算編成支援機能ではな く予算編成機能であ り(③),意思決定支援
機能ではなく意思決定機能である(④)。
4.会 計情報 システムの範囲
ここでは会計情報システムの範囲を
(1)最 狭義 の会計情報 システム
(2)狭 義 の会 計情報 システ ム
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(3)広義の会計情報システム
(4)最広義の会計情報システム
の4つ に分 けて考 える。
(1)最狭義の会計情報 システム
最狭義の会計情報システム とは,会計情報システムを業務統合型経営情報
システムの1つのサブシステム として とらえる考 え方であ り,前節 で述べた
特性,構 造,機 能 を持つ システムである。lfi)ただ,自 社 内に情報システム部
門を持ち,会計情報 システムの主要な部分の設計や構築を 自社で行 うことが
できるとい う条件を付け加えてお く。
(2)狭義の会計情報 システム
狭義の会計情報システムとは,業務統合型経営情報 システム全体 を業務統
合型会計情報 システム としてみなす考 え方であ り,会計システム以外の個別
業務システムも業務統合型会計情報システムに属するとい う見方である。
沖Wは,「会計情報システ ムを中心に考えると,企業の基幹業務や事務処
理のためのシステムは,す べてが会計情報 システムのサブシステムになると
い うことにな る。」 と述べ,そ の理 由として企業活動の貨幣単位 によ り測定
できる全取引は,最 終的に財務会計情報 として集約 され,決 算書 とい う形で
経営者や企業 の利害関係者 に報告 され るとい う点をあげている17)。
上述の機能(会 計報告機能)以 外にも
①予算の要求 と予算の通達による他の固有業務 システムへのかかわ り
②意思決定内容の各業務システムへの伝達
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な どの最狭義の会計情報システムの機能 は他 の業務 システムと(最 狭義の)
会計情報システムを密接に結びっけ,業務統合型経営情報システム全体をま
とめる役割 をしてお り,この点か らも業務統合型経営情 報システムを(業 務
統合型)会 計情報システムとみなす ことは可能 である。ただ,こ の場合にも
自社 内に情報 システム部門を持 ち,会計情報 システムの主要な部分の設計や
構築 を自社で行 うことができるとい う条件 を付け加 えてお く。
(3)広義の会計情報 システム
最狭義の会計情報 システムお よび狭義の会計情報システムにおいては,主
な要員(情 報 システム部員,会 計・経理要員)や 主要な情報システムは自前
のものを取 り揃えることを前提 としていたが,
①ITア ウ ト ソ ー シ ン グ'8)-20)
②ERP21)
③Webサ ー ビ ス22),23)
④EMS2'),25)
な どの外部資源を有効に活用することが求め られるよ うになってきた。 これ
は 自社内の経営資源を自社の競争力の源泉 となる中核業務(コ ア ・コンピタ
ンス)に 集 中す るためであるが,外 部経営資源が重要な役割 を果たす ように
なれば狭義の会計情報システム(業 務統合型会計情報 システム)も これを無
視できず,自 社で活用す る外部経営資源 を含 めた業務統合型会計情報システ
ムが必要 となる。 この会計システムを広義の会計情報システム と呼ぶことに
する。 このシステ ムでは,た とえばERPを採用 した場合な どは,自 社で主要
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なシステムを設計 ・構築する必要はな く,ERP導入後 の情報システム部員の
役割はかな り変化 してくる。 この例で もわかる とお り自前の要員,自 社 によ
るシステム設計 ・構築 を前提 とす る最狭義の会計情報システムr狭 義の会計
情報システム とはかな り変わってくる面 もあるが,広義の会計情報システム
の基本的な構造は外部経営資源を含めた狭義の会計情報 システム(業 務統合
型会計情報システム)で ある。
(4)最広義の会計情報 システム
最近の経営においては顧客重視,株 主重視の経営が定着 しつつあ り,顧客や
株主を軽視 した経営は成 り立たな くな りつつある26)-28)。広義の会計情報 シス
テムにおいて も顧客や株主に対応 したシステム(営 業支援 システムSFA顧
客管理維持 システムCRMなどの顧客対応 システムやデ ィスカ ウンテ ッ ド・
キャ ッシュフ ロ・-DCF,フリーキャ ッシュフローFCF,経済付加価値EVA,
株主付加価値SVAなどの経営指標の取 り入れ)が 求められている。
また,地 球環境の急激な悪化は企業にも自然環境に対する対応が必要である
ことを認識 させ,環 境会計,さ らには環境経営 という分野が発展 してきた。zs)-30)
さらに環境だけに留ま らず,よ り広範な社会的責任 にも対応す る必要が生 じ
てきている31)。環境や社会的責任は企業経営において重要性 を増 してきてお
り,広義の会計情報 システムも環境や社会的責任 を考慮す る必要が生 じてき
ている。最狭義の会計情報システムにおいても環境会計の機能は取 り入れた
が,よ り積極 的な環境経営が切望 されてお り,いままでより環境 を重視 した
会計,経 営が必要 となってきている。
広義の会計情報システムにいままでは外部の存在 と考えられていた
①顧客
②株主
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③社会的責任(自 然環境 も含む)
を含めた会計情報システムを本稿では最広義の会計情報 システムと呼ぶ こと
にする。すなわ ち,顧 客,株 主,自 然環境,責 任 を持つべ き社会環境 も重要
な会計情報システムの構成要素であると考えたとき,その会計情報システム
を最広義の会計情報システム とよぶ。
5.複 雑 ネ ッ トワー ク的 考 察
ここでは4つに分類 した会計情報システムについて複雑ネ ッ トワーク的な
観点か ら考察する。
(1)最 狭義 の会計情報 システム
最狭義 の会計情 報 システ ムにおいて,シ ステ ム を構 成 す る人 を ノー ド(頂
点),リ ンク(枝)を 会 計情 報 のや り取 りとす る と,ほ ぼ全 員 が リンクでつ
な が るの で完 全 グ ラフかか な り完全 グラフに近 いネ ッ トワー クを構成す る。
構成 人数(ノ ー ドの個数)をn人,ノ ー ド罵(1=1,2,一一 η)の次数 をK1とし,平
均 頂点間距離 をL,ク ラスター係 数 をCと す ると,
K,=n-1
L=1
C=1
となる。最狭義 の会計情 報 システ ムの構成 ノー ド数 は複雑ネ ッ トワー ク理論
が対象 とす るネ ッ トワー クに比べ て非常 に ノー ド数 が少 な く,各 ノー ドが全
ノー ドを見 渡せ る ので,完 全 グ ラフ とな りえる。 ただ,こ のネ ッ トワー ク
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(最狭義 の会 計情 報 シ ステ ム)に お いて は,ノ ー ドの生成 と消滅 が あ り,ま
た,ノ ー ド数 も 一定 で はない ので,完 全 グラ フでは あ るが,通 常 の完 全 グ ラ
フよ りは複 雑 で ある。
(2)狭義の会計情報 システム
狭義の会計情報システムにおいて,ノ ー ドを各業務サブシステム,リ ンク
を各業務サブシステム間の情報のや り取 りとす ると,最狭義の会計情報シス
テムはすべての業務サブシステ ムとリンクを持つので,業務サブシステムの
総数を!>とす ると,最狭義の会計情報 システムの次数は
N-1
であ り,部分 グラフとして完全 グラフになっているので,最 狭義の会計情報
システムは狭義の会計情報システムの部分グラフとしてクリークになってい
る。他の業務 システム間に リンクがあるかどうかは個々の狭義の会計情報シ
ステムによ り異なるが,最狭義の会計情報システムがクリーク として各業務
サブシステムを結び付けているので,ネ ッ トワークとしての狭義の会計情報
システムの平均頂点間距Lは,他 の業務システム間にリンクがない とき
L=2(!V-1)/!V
とな る。
ノー ドと して人 を と り,リ ン ク としては情報 のや り取 りを とる と,各 業務
システム に属 してい る人 の間で は業務 システ ムに属 してい るす べて の人 とリ
ンクす る こ とは可能 であ るか ら,部 分 グラフ として完全 グ ラフ をな し,各 業
務 サブ システ ム はク リー ク とな ってい る。 他 の業務 システ ム に所 属す る人 と
は リンクす る人 もいれ ば全 く リンク しない人 もい るで あろ うか ら,平 均 頂点
間距離ムは大 き くな り,α ま小 さ くなる。
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(3)広義の会計情報 システム
広義の会計情報システムにおいて,各業務 システムをノー ドとし,情報の
や り取 りを リンクとすると,外部資源が業務 を行 うシステムとも最狭義の会
計情報システムは リンクするので,最 狭義の会計情報システムは部分グラフ
として完全グラフをなしク リークとなっている。 この点の関 しては狭義の会
計情報 システム と同様である。人をノー ドとして,リ ンクを情報のや り取 り
とす ると,各業務システムに所属す る人たちか らなる部分ネ ッ トワークは狭
義の会計情報システムの ときと同様に完全 グラフをなすが,自分が所属する
業務システム以外の業務システムの人 とは外部の人が入 る分 リンクしにくく
なる。
(4)最 広義 の会 計情報 システム
複雑ネ ッ トワー ク的考 察が最 も役 に立っの は,最 広義 の会計情 報 システ ム
にお いてで ある と思 われ る。 その理 由は最広 義 の会計 情報 システ ムは顧 客,
株 主,社 会環境,自 然 環境 を含 む 巨大 なネ ッ トワー クで あ り,ま さに複雑ネ ッ
トワー ク理論 が扱 う対象 だか らであ る。
ノー ドとしては人 を と り,リ ンク と して は情報 のや り取 りを とる と,か う
業務 システ ムが部 分 グラフ として完全 グラフであ り,ク リー クをなす ことは
いま まで と同様 であ る。外部 の人 が多数 システ ムに入 って くるので,人 と人
との リン クはつ なが りに くくな るが,シ ステ ムに入 って くる人 た ちは利害 関
係 が何 らかの形 で あ る人た ちで あるか ら,一 般社 会 にお け る人 と人 とのつ な
が りよ りは リンクす る可能性 が高い。一般社 会 にお ける人 と人 とのつ なが り
が スモール ワール ドを形 成す るな ら,ネ ッ トワー ク と しての最広 義の会計情
報 システムは よ り小 さな スモール ワール ドを形成 してい る と考 え られ る。
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6.お わ りに
本稿では会計情報システムを4つ に分類 し,複雑ネ ッ トワーク的考察を行っ
たが,本稿の研究はほんの入 口に過 ぎない。最広義の会計情報システムに対
して複雑ネ ッ トワーク的考察は非常に有効であると思われるので,今 後 も研
究を続 けたい。
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